
（県様式３）

　・申請者

　・対象建築物の名称

　・提出書類

①

②

③

④

⑤

⑥

（注）この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

報告建築物の現況調査書（県様式２）

改正耐震改修促進法における耐震診断義務付け対象建築物であることの確認書（様式１）

付近見取図、配置図、平面図、断面図、求積図（ただし、エキスパンションジョイントがある場合は、平面図に
それを記載し、要安全確認計画記載建築物の通行障害既存耐震不適格建築物の場合は、立面図または断
面図において、対象とする建築物の高さ、道路からの距離等および道路幅員が確認できるものとする。）

提出書類チェックリスト【耐震診断義務付け対象建築物確認用】

担当者

所属（法人名等） 緊急連絡先

　・事務連絡先

担当課
記入欄

　・各チェック項目について、適合の場合は「レ」印、該当しない場合は「／」印をご記入ください。

代理者によって報告を行う場合にあっては、「委任状」（任意様式）

耐震診断義務付け建築物確認用　チェックリスト

建築士法第２条第１項に規定する建築士を証する免許証等の写し

要緊急安全確認大規模建築物については、改正耐震改修促進法における耐震診断義務付け対象建築物
（要緊急安全確認大規模建築物）に関する調査票（県様式１）

交付
申請者等
記入欄

電話番号

対象建築物の名称

氏名・法人名・
管理組合名等


